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要旨 
近年、自転車利用者は増加している。コロナウイルスの流行により通勤や通学に自転車

を利用する人が増加し、また宅配サービスの普及により自転車需要は拡大している。 

しかし、自転車の安全な通行空間が確保されているか疑問が残る。交通事故件数は 2004

年をピークに年々減少傾向にあり、また自動車の安全装備の技術開発などにより道路交通

状況は格段に改善されていると考えられるが、自転車、歩行者関連の事故の減少率は鈍く、

諸外国と比較しても交通事故に占める自転車関連の割合が高くなっている。 

さらに大きな問題として、高額賠償を請求される可能性がある。多くの人々は自動車の

事故より、自転車乗用中の事故リスクとその後の賠償問題へのリスクを低く認知している

と考えられる。しかし、2008年に発生した自転車と歩行者の衝突事故について約 1億円の

賠償命令が下されたことを契機に、自転車保険への加入を義務化する動きが広まった。兵

庫県が 2015年に導入して以降、2021年 10月現在では 35の都道府県と自治体が自転車保

険への加入を義務、または努力義務としている。 

以上のような現状を踏まえ、我々は自転車事故の削減と自転車事故による高額賠償問題

両方への対処をビジョンとし、そのための政策として自転車保険の加入義務化に注目する。

保険加入の義務化により自転車利用者の保険加入が促進されると、被害者への賠償金の確

実な支払いと加害者の経済的負担の軽減が達成される。また、自転車保険加入義務化を自

治体が周知することにより、自転車利用者の自転車事故への関心が高まると考えられる。

その結果、自転車利用者は安全運転を心がけるようになり、自転車事故件数は減少するこ

とが予想される。一方、保険加入が義務化されると、保険に加入している安心感から事故

が増える懸念もある、その場合、この政策は賠償問題の解決には貢献するが、交通安全の

面では快適な自転車利用環境の実現を妨げることになる。そこで本稿では、自転車保険へ

の加入義務化が自転車事故件数に与える影響を分析する。 

 分析 1では自転車事故を被説明変数に、保険義務化が事故件数へ及ぼす影響を、差の差

分析（Difference-in-Difference：DID）を用いて分析する。分析 2では、保険加入義務化

の経過年数ごとの事故削減効果を推定するために、Event Studyを用いた分析を行う。 

以上の分析の結果として、保険の義務化は短期的にも長期的にも自転車事故を減少させ

ること、モラルハザードが起きて事故件数に正の影響を与えることはないということが分
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かった。これを受けて、自転車保険の加入促進とリスク認知に向けた政策として公営駐輪

場での料金割引、自転車保険の重複加入の可能性を排除するための保険代理店と行政によ

る共同の取り組み、リスク認知向上のために SNSを通じた広報の 3つを提言する。 
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第 1章 現状分析・問題意識 

第１節 近年の自転車需要の高まり 

我が国における自転車保有台数は 2016 年時点で 7,238 万台であり、この数字は自動車

保有台数とほぼ同程度である。5km 未満の移動の約 2 割は自転車が利用されているなど、

自転車は都市内交通において重要な移動手段となっている。その利用目的は、買い物や通

勤・通学といった日常生活における身近な目的地への移動から、サイクリングそれ自体や

中・長距離への移動まで多岐にわたる。特に後者については、健康増進や環境保全への意

識の高まりを背景として、スポーツ車や電動アシスト自転車の販売台数が増加しているこ

とからも需要の拡大がうかがえる。加えて近年では、コンパクトシティに向けたまちづく

り等を支える移動手段や、災害時における移動手段としても重要な役割が期待されている。

さらに、『新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針』（新型コロナウイルス感染症

対策本部, 2020）では、感染の拡大を防止するため、政府及び地方公共団体が、自転車通

勤によって人との接触を低減する取組を進めることが決定された。 

このような自転車需要の拡大、多様化を受け、 『自転車活用推進計画』 （国交交通 , 2020）

が作成された。ここでは、国による自転車利用環境整備方針が示されており、  自転車交通

の役割拡大による良好な都市環境の形成」 サイクルスポーツの振興等による活力ある健

康長寿社会の実現」 サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現」 自転車事故のな

い安全で安心な社会の実現」の 4つの目標が掲げられている。また、全国の自治体におい

ても、各地域の実情に応じた 地方版自転車活用推進計画」が策定されている。 

このように自転車の利用が活性化、また促進されている一方で、道路整備や交通ルール

の徹底といった環境整備が進んでいないのが現状である。そのため、自転車乗用中の交通

事故がこれまでになく問題になっている。 

 

第 2節 自転車事故のトレンド 

交通事故の発生件数は全体として減少し状況は改善されているが、自転車をめぐる状況

の改善は後れをとっている。 
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 交通事故件数は、2004 年に 952,191 件と過去最悪を記録した（内閣府, 2005）が、同年

以降は減少傾向にあり、2010 年には 725,924 件、2020 年には 309,178 件とピーク時の 3分

の 1 以下になっている。交通事故死者数の面でも、2010 年には 4,948 人であったが 2020

年は 2,839 人となっている。2018 年を目途に交通事故死者数を 2,500 人以下とするとい

う、政府が 2010 年に掲げた数値目標には届いていないものの、交通状況は着実に改善され

ている。人口 10 万人あたりで考えても、事故件数は 2010 年の 569.3 件から 2020 年には

245.1 件へと半分以上減少しており、死者数でも 2010 年の 3.88 人から 2020 年に 2.55 人

へと減っている。 

 

図 1 交通事故件数について 

 

（警視庁（2021）『令和 2 年中の交通事故発生状況』より筆者作成） 

 

図 2 交通事故死者数について 

 

（警察庁（2021）『令和 2 年中の交通事故発生状況』より筆者作成） 
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 海外との事故比較をしても、2018 年の人口 10 万人当たりの交通事故死者数はアメリカ

が 11.2人に対して日本は 3.3人、自動車 1万台当たりの交通事故死者数はアメリカが 1.27

人に対し日本は 0.54 人と、どちらもアメリカより低い水準になっている(交通事故総合分

析センター, 2020)。その他の国と比較しても、日本は交通事故死者数に関しては低い水準

であり、国際的には安全な交通が実現していると考えられる。日本は中国、アメリカに次

いで自動車保有数世界第 3位の自動車大国であるが、交通安全の側面ではトップレベルの

事故率の低さだと言える。 

 

図 3 人口 10 万人あたり交通事故死者数の海外比較 

 

（交通事故総合分析センター（2020）『交通事故の国際比較(2018)』より筆者作成） 

 

 しかし、日本の交通事故を海外と比較したときに特徴的であるのは、自転車関連事故率

の高さである。交通事故分析センター（2020）の 交通手段別交通事故死者数及び構成率」

から日本の自転車事故での交通事故死者数の構成率を調べると、15.3％と資料にある韓国、

アメリカ、イギリス、スウェーデン、フランスのなかで最も大きな数字となっている。 
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図 4 各国の交通手段別交通事故死者数に占める、自転車乗用中の割合(2018 年） 

 

（交通事故総合分析センター（2020）『交通事故の国際比較(2018)』より筆者作成） 

 

 国内のみで考えても、交通事故全体に占める自転車事故の構成比率の問題が浮き彫りに

なる。先述の通り日本の交通事故件数は年々減少しており、自転車関連事故も例外ではな

い。しかし、交通事故件数全体に占める自転車事故の割合の減り方が他の事故と比較して

小さい点に注意が必要である。2010 年の自転車事故件数は 151,683 件で構成率は 20.9％

であった。その後、自転車事故件数は減少し続けて 2020 年には 67,673 件となったが、構

成率については一時的に低下したものの近年は上昇傾向にあり、2020 年には 21.9％と過

去 10 年間で最も高い水準となった。 

 

図 5 自転車関連事故件数とその構成割合の推移 

 

（警察庁（2021）『令和 2 年中の交通事故の発生状況』より筆者作成） 
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また、自転車乗用中の年齢層別死傷者数は、15～19 歳が最も多く、2020 年で 11,344 人、

年齢層別の構成率は 17.2％であった。自転車は中学生や高校生の主な移動手段であるため

に構成率が大きいと推測される。 

 

第 3節 現行政策① ガイドラインの作成 

このような現状に対して、国はガイドラインを作成し、対策を進めてきた。 

まず、国交交通 と警察庁交通局は、自動車事故が年々減少しているのに対して自転車

の事故件数はほぼ横ばいである現状を受け、2012 年 11 月に『安全で快適な自転車利用環

境創出ガイドライン』を公表した。このガイドラインでは 自転車は『車両』であり、車

道通行が大原則」という観点に基づき、自転車通行空間として重要な路線を対象とした自

転車ネットワーク計画の作成方法や、交通状況に応じて歩行者・自転車・自動車が安全に

通行できる空間設計の考え方などについて提示している。 

しかし、ガイドライン作成後に実際に自転車ネットワーク計画を策定した市区町村は

2012 年 4 月 1 日時点で 34 市区町村、2016 年 4 月 1 日時点で 92 市区町村と一部に留まり、

自転車通行空間の整備は緩慢な状況であった。 

そこで 2014 年 12 月、国交交通 と警察庁交通局は自転車ネットワーク計画の策定を早

急に進展させるため、有識者による検討委員会を開催し、安全で快適な自転車利用環境の

創出が特に早期に必要と考えられる市区町村に対して働きかける方策を検討するとともに、

車道での自転車通行空間の整備が遅れている状況を踏まえ、ガイドラインを一部改定する

ことが決定された。具体的には、市区町村全域で同時に自転車ネットワーク計画の策定を

進めていくのではなく、地域の課題やニーズ、交通状況等を十分に踏まえ、優先度の高い

地域から段階的に策定していくことが提案された。また、本来目標とする自転車道の整備

が当面難しい場合は、 車道通行を基本とした暫定形態を積極的に活用」するなど、 自転

車道・自転車専用通行帯・車道混在」の 3つを柔軟に組み合わせてネットワーク形成を行

っていくことが盛り込まれた。 

同ガイドラインはまた、自転車をより安全・快適に利用するべく、自転車通行空間の計

画・設計やルールの徹底、自転車利用の総合的な取り組みについてもまとめている。道路

の整備というハード面に加えて、自転車利用者に対するルールの周知、安全教室の実施と
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いったソフト面の取り組みも、あわせて各地の実情に合わせて幅広く行われることが期待

されている。 

 

第 4節 現行政策② 道路交通法改正 

第 3節で詳述したガイドラインの作成の他にソフト面での取り組みとして、道路交通法

の制定がある。道路交通法は 1960年に制定され、主に車両の運転者や歩行者が道路におい

て守るべきルールを定めている。自転車利用者の交通ルールの徹底を図るために、2015 年

に道路交通法が大きく改正され、交通の危険を生じさせる悪質な違反を繰り返す自転車の

運転者に、安全運転を行わせるための講習が 14 歳以上を対象に義務付けられるようにな

った。その結果、悪質な違反として、以下の表 1で示した 15 項目に該当する違反を 3年以

内に 2回以上繰り返す自転車利用者は、警察の命令により講習の対象となり、命令を無視

して講習を受講しない場合は、5万円以下の罰金が科せられることとなった。 

 

表 1 悪質な違反に該当する行為一覧 

信号無視 交差点優先者妨害等 

通行禁止違反 環状交差点の安全進行義務違反 

歩行者用道路徐行違反 指定場所一時不停止等 

通行区分違反 歩道通行時の通行方法違反 

路側帯通行時の歩行者通行妨害 ブレーキ不良自転車運転 

遮断踏切立ち入り 酒酔い運転 

交差点安全進行義務違反等 安全運転義務違反 

妨害運転 - 

（警察庁 HP  自転車運転者講習制度」より筆者作成） 

 

2020 年に全国の警察が摘発した自転車の交通違反は 25,467 件で、記録が残る 2006 年以

降最多であった。その内訳は、信号無視が 14,344 件で最も多く、全体の 56.3%を占めた。

次いで遮断踏切への立ち入りが 6,005 件、一時不停止が 1,804 件であった。近年違反者の

取締り件数が増加傾向にあるが、それは警察が取締りに力を入れているという事情がある。



12 

 

しかし、そのことを考慮しても、いまだ多くの違反者がいることがわかる。 

 

図 6 自転車交通違反の検挙件数 

 

（警察庁（2020）『自転車の交通指導取締り状況』より筆者作成） 

 

第 5節 自転車保険について 

第 1項 自転車保険加入義務化の背景 

 自転車は老若男女問わず誰でも免許なしで気軽に乗れる便利な乗り物であり、自転車の

運転には、自動車等の運転と比較すれば技術的な能力はあまり問われない。それだけに、

自転車を利用する人自身の安全への意識が重要になってくる。軽い気持ちで行われた危険

行為によって取り返しのつかない交通事故を起こす可能性がある。 

 実際に、自転車事故によって加害者が数千万円もの損害賠償を命じられる判決事例が近

年出ている。2008 年には、11 歳の少年が運転したマウンテンバイクと散歩をしていた女性

が正面衝突し、女性に重度の後遺症が残る事故が発生した。その後女性は、少年の母親に

対し監督責任を果していなかったことを理由に裁判を起こし、5 年後に出された判決では

母親に約 9,500 万円の賠償が命じられた。その他にも 5,000 万円以上の賠償を命じる判決

が下される事例が複数発生している。 
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表 2 自転車事故の高額賠償事例 

裁判所 判決年 加害者 被害者 被害内容 賠償額 

神戸地裁 2013 年 小学生 高齢女性 意識不明 9,521 万円 

東京地裁 2008 年 
車道横断の男子

高校生 
会社員男性 

言語機能

喪失など 
9,266 万円 

東京地裁 2003 年 片手運転の男性 女性 死亡 6,779 万円 

東京地裁 2007 年 信号無視の男性 女性 死亡 5,438 万円 

東京地裁 2014 年 信号無視の男性 高齢女性 死亡 4,746 万円 

（国交交通 （2019）『自転車事故の損害賠償に係る現状について』, 兵庫県 HP, 鶴

ヶ島市 HP より筆者作成） 

 

このような自転車事故における被害者救済や加害者の経済的負担の軽減の観点から、条

例により自転車保険への加入を義務化する動きが広がっている。2015 年 10 月に加入を義

務化した兵庫県を皮切りに、その後も多くの地方自治体で導入され、2021 年 10 月 1 日時

点では 23 都府県で加入が義務化、10 道県で努力義務化されている3。 

政策効果として実際の保険加入率をみると、義務化地域で約 65%、非義務化地域で約

49%(au損保, 2020)となっていて、義務化地域では保険加入が進んでいることが窺える。

また、この加入促進の効果は短期間で表れることも分かっており、2020 年 4 月に加入が義

務化された東京都では、2019 年には 46.6%だった加入率が、義務化後 1年弱が経った 2021

年春には 60.3%となり、13.8%増加した。 

 

  

 
3  義務化地域」では、その地域内で自転車を運転する人に対して自転車保険に加入しなければならないとしている。

これに対して 努力義務地域」では、自転車保険に加入するよう努めなければならないという、 義務」に比べて

弱い要請内容となっている。 
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表 3 自転車保険の加入率 

 2020 年調査 2019 年調査 2018 年調査 

全国の加入率 59.5% 57.3% 56.0% 

義務化地域の加入率 65.3% 65.6% 64.3% 

2020 年に義務化された地域の加入率 62.2% 51.5% - 

非義務化の加入率 48.7% 49.6% 49.8% 

(au 損保 HP より筆者作成） 

 

表 4 都道府県別自転車保険加入率 

順位 都道府県名 義務化の有無 加入率(2020) 加入率(2019) 

1 京都府 〇 73.1% 73.6% 

2 滋賀県 〇 70.8% 68.4% 

3 兵庫県 〇 70.5% 69.9% 

4 大阪府 〇 69.7% 69.5% 

5 埼玉県 〇 68.8% 65.9% 

6 静岡県 〇 66.9% 64.5% 

7 山梨県 〇 65.5% 35.3% 

8 愛知県 △4 64.2% 62.9% 

(au 損保 HP より筆者作成） 

 

政府としても自転車保険の普及を目指している。国交交通 の自転車活用推進本部では、

自転車活用推進官民連携協議会や各地方公共団体等と連携しながら、自転車損害賠償責任

保険等への加入を促進するための活動に取り組んでいる。また、地方公共団体に向けて標

準条例を作成・配布し、地方公共団体における条例の制定を支援している。 

 

第 2項 自転車保険の仕組み 

一言で 自転車保険」といっても、その形態は複雑である。 

 
4 愛知県は、2021年に保険への加入が義務化された。 
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まず、自転車運転中の事故に関する保険は、補償内容によって、 個人賠償責任保険」と

 傷害保険」の 2つに分けられる。 個人賠償責任保険」は、 自転車事故で相手にケガを

させた」、 自転車走行中に歩行者にぶつかって歩行者の荷物を壊した」といった、第三者

の身体や所有物に損害を与えたことで法律上の賠償責任を負った場合に適用される保険で

ある。一般的に 自転車保険への加入が義務化」といった場合、義務化となるのは 個人

賠償責任保険」であるが、これは本節第 1項で述べた背景に照らして考えれば自然なこと

である。一方、 傷害保険」は、自分が自転車事故でケガや後遺障害を負った場合や死亡し

た場合など、自分の身体が傷害を受けたときに、その治療に要した通院費や入院費などが

補償される保険である。また、上記の個人賠償責任保険と傷害保険の補償内容を組み合わ

せた保険もある。相手にケガをさせた場合でも自分がケガをした時においても補償される

保険である。 

また、自転車保険の対象によって 2 種類に分けることもできる。1 つ目は、各個人が対

象となる保険である。保険料を支払った人は、その人が関わった事故について、使用した

自転車に関係なく補償される。各保険会社が提供している 自転車保険」は、この形態を

採っていることが多い。この加入形態では、自転車事故に関する賠償を専門的に扱う場合

もあれば、自動車保険や火災保険の付帯特約として自転車乗用中に発生した法律上の賠償

を補償する形態もある。2 つ目は、自転車を対象とする保険である。この場合、保険が掛

かった自転車が引き起こした事故であれば、運転者にかかわらず賠償金が補償される。例

として、TS マークに付帯する保険が該当する。 

 

表 5 自転車事故に関する保険の整理 

保険の種類 
相手への補償 自分の補償 

生命・身体 財産（モノ） 生命・身体 

個人賠償責任保険 〇 〇 × 

傷害保険 × × 〇 

TS マーク付帯保険 〇 × 〇 

（日本損害補償協会 HP より筆者作成） 

 

このような状況から懸念されるのが、二重加入の可能性である。例えば、既に加入して
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いる火災保険や自動車保険の特約で自転車事故の損害賠償が含まれている可能性があり、

新規に自転車保険に加入すると余計な保険料を支払うことになるケースが考えられる。重

複して保険に加入した場合、補償される金額の上限を引き上げることはあるが、二重に保

険金が支払われないので、新規に自転車保険に加入する前に既に加入している保険の内容

を確認する必要がある。 

 

第 3項 自転車保険の加入率が低い理由の考察 

 本項では、自転車保険への加入率が伸び悩んでいる理由を、自動車保険との比較を行い

考察する。 

１点目に、自転車事故と自動車事故に対するリスク認知の違いが挙げられる。まず、自

動車に関する保険には、法律で加入が義務づけられている 自動車損害賠償責任保険（自

賠責保険）」と、任意に加入する 自動車保険（任意保険）」の 2種類がある。自賠責保険

は、交通事故被害者の救済を目的とした自動車損害賠償保障法に基づき、原動機付自転車

を含むすべての自動車に加入が義務付けられていて、損害保険会社やその代理店などで加

入できる。任意保険は、加入の義務はないが、保険会社が取り扱う 任意保険」の加入率

が 75%、自動車事故の損害への備えであり、全労済や JA 共済などの共済が取り扱う 自動

車共済」の加入率が 13.3%である （損害保険料率算出機構, 2021）。この 2つを合計すると

約 9割であり、多くの自動車運転者が交通事故に備え保険に加入しているのが分かる。 

一方、自転車保険の場合は、本節の第 1項で詳述したようにここまでの水準には達して

いない。この加入率の違いは、自転車事故に対するリスクや備えへの必要性が自動車事故

に比べて低く評価されているためと考えられる。 

2 点目に、罰則の有無が考えられる。自動車保険に関しては、自賠責保険に未加入の状

態で運転した場合は 1 年以下の懲役または 50 万円以下の罰金が科せられる。また、自賠

責保険の証明書を所持していなかっただけでも 30 万円以下の罰金が科せられる。さらに

無保険での運転は交通違反となり違反点数 6点が付され、即座に免許停止処分となる。こ

のように自動車保険の義務化には厳しい罰則が設けられている。一方で、自転車保険に関

しては 2021 年現在で罰則規定を設けている地域はなく、自転車保険に加入していなくて

も罰せられることはない。このように、罰則の有無は利用者の加入率に影響を与えるもの

と考えられる。 
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以上の要因から、自転車保険への加入率は、加入義務化後も自動車保険と比較して低い

と考えられる。また、第 2項で述べたように自転車保険の形態は多岐にわたっているため

複雑であり、このこともまた保険加入率を上昇させることへの障壁になっている可能性が

ある。 

 

表 6  自賠責保険」と 自動車保険」の補償の対象の違い 

 損害 自賠責保険 自動車保険 

他人 
身体の損害（ケガ・死亡） 〇（限度あり） ◎ 

財物の損害（物・車） × ◎ 

自分 
身体の損害（ケガ・死亡） × ◎ 

財物の損害（車） × ◎ 

（三井ダイレクト損保 HP より筆者作成） 

 

第 6節 問題意識 

 現状、国内の交通事故件数は 2004 年をピークに年々減少傾向にあるが、自転車、歩行者

関連の事故は減少率が鈍い。また、交通事故死者数、交通事故件数の双方において自転車、

歩行者関連が占める割合は諸外国に比べ高い。さらに、自転車事故による損害賠償の問題

は、被害者、加害者両者にとって大きな問題である。加害者側が自転車保険未加入であっ

た場合、数千万円規模の損害賠償金を自費で支払う必要があり、実際に破綻してしまった

事例もある。事故の被害者は、もし加害者が保険未加入であった場合、損害賠償を受け取

れずに泣き寝入りせざるを得ない可能性が考えられる。 

これらの現状を踏まえ、我々は自転車事故とそれに伴う高額賠償の問題を問題意識とす

る。そしてこれらの問題の解決策の１つとして自転車保険加入義務化を検討する。 

 我々が考える保険加入義務化による効果は以下の通りである。自転車事故により高額賠

償が発生したとしても、保険加入義務化により自転車利用者の保険の加入率が上昇すると、

加害者側は保険での対処ができ、被害者側も損害賠償金が支払われずに泣き寝入りする事

態を防げる可能性が高まる。さらに保険加入義務化は自転車事故件数を減らす事も考えら

れる。保険加入義務化により行政による自転車事故啓発活動がなされることで自転車利用

者の安全意識が向上し、結果自転車事故件数は減少する。 
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一方、自転車保険への加入義務化は負の影響を及ぼすことも考えられる。保険加入義務

化から年数が経過するごとに、行政による啓発活動などの回数が減り自転車利用者の安全

意識が薄まる可能性がある。その結果、保険加入によるモラルハザードの問題が顕在化す

ることが考えられる。保険に加入したことで、利用者が事故への損害賠償問題などに対し

て安心感を持ち、重大事故を引き起こす可能性が高まることも考慮すべきである。 

そこで本稿では、自転車保険への加入義務化がもたらす自転車事故件数への影響を短期

効果、長期効果の 2つの側面から定量的に分析する。短期的には自転車保険加入義務化に

伴う啓発活動により自転車利用者の安全意識が向上し、事故件数は減少すると考えられる。

一方長期的には、保険加入義務化から年数が経つと啓発活動の頻度の減少により安全意識

が低下し、事故件数が増加する可能性がある。これらの問題を定量分析により明らかにす

る。 

 

第 2章 先行研究 

第 1節 先行研究 

 宗像ほか(2018)は、自転車保険義務化に関する計量分析を行っている。自転車保険の義

務化はモラルハザードの発生や自転車利用の減少などを誘発するとして、保険への加入義

務化がもつ負の効果を検証している。自転車保険の加入義務化によるモラルハザードの検

証については、パネルデータを使用し、 自転車事故が多い都道府県では被害者を守るため

に保険を義務化する」という逆因果も考慮するために操作変数法を用いた分析を行ってい

る。また、自転車利用の減少に関しては LA-AIDSモデルを用いて分析をしている。そして

分析結果として、保険の義務化はモラルハザードを引き起こす可能性があること、自転車

需要に影響を与えていないことを明らかにしている。 

 山本ほか(2012)は、『自転車交通事故に対する賠償保険に関する分析』において、自転車

利用者の損害賠償保険への加入状況、保険未加入理由、自賠責保険に対する意識等を把握

するために、自転車利用者に対するアンケート調査を実施している。結果は以下の 

表 7、図 7の通りである。 
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表 7 保険未加入者の未加入理由 

理由 割合 
サンプル数

（人） 

自転車事故で多額の賠償金が発生するとは思えないから 11.9% 35 

自分が加害者になると思っていないから 14.0% 41 

どのような保険があるかわからないから 32.4% 95 

自転車保険自体の存在を知らなかったから 45.7% 134 

その他 5.8% 17 

計 100.0% 293 

(木方ほか（2012）『自転車交通事故に関する賠償保険に関する分析』より筆成) 

 

 自転車保険自体の存在を知らなかったから」と回答した回答者が未加入者の約 46%に

上った。 どのような保険があるかわからないから」と回答した回答者も約 32%の割合であ

り、両者を合計すると約 78%の未加入者が保険に対する知識不足のために保険に加入して

いないことが分かると述べている。そのため、保険に関する適切な情報を提供することで

保険の加入を促進できる可能性があることを示唆している。 

 

図 7 自転車に対する自賠責保険の必要性に関する意識

 

(出典 木方ほか（2012）『自転車交通事故に関する賠償保険 に関する分析』) 
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図 7 より、全体では約 60%の回答者が自転車版の自賠責保険を必要だと回答しているこ

とが分かる。また、年齢階層別の結果を見ると、60歳以上において必要性を感じている割

合が多いことが分かる。 

 渡辺ほか（2004）は、飲酒事故の特徴や飲酒取締りの影響力、効果期間などを調べ、飲

酒事故の減少や効果的な取締り方法を分析した。その結果、飲酒運転取締まりによって 6

週間の交通事故抑制効果があることが示された。また、栃木県における道路交通法改正前

と改正後の飲酒事故の推移を調査したところ、道路交通法の改正から 7ヶ月後までは法改

正の効果があったとみられ、一時的に減少傾向を示したが、その後は時間の経過とともに

道路利用者の罰則強化に対する意識が低下し、飲酒事故数が増加傾向に転じる結果となっ

たと述べている。このことから、交通事故を減らすために行った政策の効果は、短期的に

は認められるが長期的には徐々に減衰していくことが示唆される。この研究と本稿の関連

性を考慮すると、自転車保険の義務化の効果は短期的には見られるが次第に薄れていくと

考えられる。そのため、本稿では Event Studyを用いた分析を行い長期的な自転車保険の

義務化の効果についても明らかにする。 

 

第 2節 本稿の位置づけ 

 第１節でみたように、自転車保険への加入義務化の効果について十分なサンプルを用い

て分析した研究は少ない。宗像ほか(2018)では、2013 年から 2017 年の 5 年分のデータを

用いて分析を行っていたが、その時点で義務化している都道府県は 5府県のみであった。

本稿で使用するデータでは自転車保険を義務化した都府県は 15 都府県存在し、またより

長期のものを使用するため、さらに正確な効果の推定が可能であると考える。また、先行

研究では都道府県ごとの固定効果について考慮されていないため、二元配置固定効果モデ

ルを用いた分析を行う点でも新規性がある。さらに同政策の長期的な効果に問題意識をお

いて、経過年ごとの Event Studyを行う点で、本稿は他の研究とは一線を画しているとい

える。 
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図 8 本稿の概要 

 

 

（筆者作成） 

 

第 3章 理論・分析 

第 1節 分析の概要 

 本稿では、自転車保険義務化による波及効果を実証分析するために、分析 1：差の差分

析（Difference-in-Difference：DID）を用いた分析、分析 2：Event Studyを用いた分析

を試みる。 

第 1項 分析 1：自転車保険義務化による事故件数への影響につい

ての DID分析 

モデル式は以下のとおりである。 

 

𝑌𝑖𝑡 = 𝑎0 + 𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡 + 𝑎1𝐷𝑖𝑡 + 𝑎2𝑋𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡   (𝑖 = 1, ⋯ , 47, 𝑡 = 2013, ⋯ , 2020) 

 



22 

 

 𝑌𝑖𝑡はそれぞれ自転車第１当事者事故件数、自転車第 2当事者事故件数、自転車第１・第

2当事者事故件数の合計の 3つを採用する。 第 1当事者」とは、最初に交通事故に関与し

た車両等、運転者または歩行者のうち、当該交通事故における過失が重い者、また過失が

同程度の場合には人身損傷程度が軽い者を指し、 第 2当事者」は、第 1当事者の相手方と

なった者を指す5。採用の理由は、都道府県別の事故データの集計方法がこのようになって

いるためである。 𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑖は都道府県ごとの固定効果、𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡は年ごとの固定効果を表

す変数である。𝐷𝑖𝑡は、自転車保険義務化を実施している都道府県で、義務化が実施された

年以降に 1を取るダミー変数である。𝑋𝑖𝑡は、自転車事故への影響が考えられるものをコン

トロール変数として採用する。使用する変数は、都道府県別の歩道設置道路延長、高齢者

割合、小中高生割合、人口密度、人口 1,000人あたり自転車保有台数、人口 1,000人あた

り道交法違反取締り件数の 6つである。𝜀𝑖𝑡は誤差項を表す。 

 

第 2項 分析 2：自転車保険義務化による事故件数への影響を経過

年ごとに推定する Event Study 

 モデル式は以下のとおりである。 

 

       𝑌𝑖𝑡 =  𝑎0 + 𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡 + ∑ 𝑎
1

𝑗

𝑗≠𝑇

𝐷𝑖𝑡
𝑗

+ 𝑋𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡   (𝑖 = 1, ⋯ , 47, 𝑡 = 2013, ⋯ , 2020) 

（ただし Tは政策実施 1年前を表す） 

 

 𝑌𝑖𝑡は分析 1 と同じく自転車第１当事者事故件数、自転車第 2 当事者事故件数、自転車

第１・第 2当事者事故件数の 3つを用いる。𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑖  、𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡はそれぞれ分析 1と同じ

く都道府県ごとの固有効果と、年ごとの固定効果である。∑ 𝑎
1

𝑗
𝑗≠𝑇 𝐷𝑖𝑡

𝑗
は、政策導入後𝑗年経

過したときの効果を表している。例えば 2017年に保険加入義務化した都道府県であれば、

政策開始年である 2017年を 1として 2018、2019、2020年は 2、3、4、と増えていき、政

策実施前の 2016、2015、2014 年については 0、-1、-2 と減っていく。𝑋𝑖𝑡については、都

道府県別の歩道設置道路延長、高齢者割合、小中高生割合、人口 1,000人あたり自転車保

 
5 第 1当事者事故件数は加害者数を、第 2当事者事故件数は被害者数を表し、第 1，第 2当事者事故件数は事故の全体

の規模を表すと解釈できる。 
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有台数、人口 1,000人あたり道交法違反取締り件数を採用する。𝜀𝑖𝑡は誤差項を表す。 

政策実施前の処置効果について、仮に正に有意な結果となれば、保険加入義務化した地

域は他の地域と比較して義務化前に自転車関連事故件数が多く、その対策のために保険加

入義務化した可能性が示唆される。我々の分析の目的は、保険加入義務化が事故件数へ与

える影響を推定することであるが、上記のような結果になれば被説明変数と説明変数に逆

因果が存在することになり、正しい推定とは言えない。逆因果の可能性を検証するために

も政策実施前の処置効果の推定を行う。 

 

第 2節 データの出典と仮説 

 分析には、2013 年から 2020 年までの都道府県別パネルデータを用いた。自転車第１当

事者事故件数は、各年の『交通事故統計年報』(2019 年以降は『交通統計年報』に名称変

更)から取得したものである。自転車第 2 当事者事故件数について、2018 年までのデータ

については『交通事故統計年報』より取得したが、2019 年と 2020 年分のデータについて

は記載がなかったため、各都道府県の県警の HPよりデータを取得した。また、データを公

表していない都道府県については、対応する年の自転車第１当事者事故件数の増減率から

第 2当事者事故件数を推定した6。 

 説明変数については、自転車保有台数は『自転車統計要覧』で公表されている 2008年、

2013年、2018年の 5年分のデータから 2013～2020年の保有台数を線形補間により推定し

た。歩道設置道路延長距離については『道路統計年報』より取得したが、2020年分につい

ては公表されていないため、2013～2019までのデータを用いて線形補間した。取締り件数

については『交通事故統計年報』より取得した。小中高生割合は『学校基本調査』、高齢者

割合は『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』より取得し、都道府県別

の人口7で除したものを使用した。 

 それぞれの変数についての仮説は、以下の表 8の通りである。歩道設置道路延長距離に

ついて、歩道の設置率が高いと自転車は歩道を通行する割合が多くなり、事故件数を減ら

 
6 データがなかった都道府県の自転車第 2当事者事故件数について、2019年の数値は、2018年と 2019年の自転車第 1

当事者事故件数の増減率を、2018年の第 2当事者事故件数と第 1当事者事故件数に対応させて推定した。2020年に

関しても同様の推定方法を用いた。 
7 各説明変数の算出に当たり使用した各都道府県の人口は、総務 『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数

調査』より取得した。 
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すと考えられる。高齢者割合と小中高生割合は、どちらも交通弱者であると考えられるた

め、事故件数に正の関係があることが予想される。特に小中高生割合について、この年齢

層の主要な移動手段は自転車であり、また通学に使用する生徒も多く存在すると考えられ

ることより、自転車事故件数に正の影響を及ぼす可能性がある。自転車保有台数は、台数

が多いほど事故リスクが高まると考えられ、取締り件数は、取締りを強化している都道府

県では、交通利用者の安全意識が高まり事故件数は減少すると考えられる。 

 

表 8 使用データ出典 

 変数名 出典 仮説 

被説明変数 自転車第１当事者事故件数 警察庁『交通事故統計年報』 - 

自転車第 2当事者事故件数 同上 - 

説明変数 歩道設置道路延長（km） 国交交通 『道路統計年報』 負 

高齢者割合（%） 

総務 『住民基本台帳に基づ

く人口、人口動態及び世帯数

調査』 

正 

小中高生割合（%） 文部科学 『学校基本調査』 正 

人口密度（人/km2） 
国交地理院『全国都道府県市

区町村別面積調』より算出 
正 

自転車保有台数 
（一財）自転車産業振興会

『自転車統計要覧』 
正 

道路交通法違反取締り件数 『交通事故統計年報』 負 

（筆者作成） 

 

また、各変数の基本統計量は表 9のとおりである。 
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表 9 基本統計量 

 

（筆者作成） 

 

第 3節 分析結果と考察 

第 1項 分析１ 

表 10 DID 結果 

 

（筆者作成） 
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第 1当事者事故件数を被説明変数にしたモデルでは、保険加入義務化の影響は有意に推

定されなかった。第 2当事者事故件数と自転車事故件数を被説明変数にしたモデルでは、

保険加入義務化による事故件数への影響は 5%の有意水準で負に有意となった。上記の 2つ

のモデルで歩道設置道路延長距離も 5%の有意水準で負に有意な結果となった。自転車利用

者は歩道の設置してある道路では歩道を走行する確率が高く、結果自動車との接触、衝突

事故が少なくなることが考えられる。第 1・第 2 当事者事故の合計件数を被説明変数とし

たモデルでは、保険義務化の影響は 5%の有意水準で負に有意な結果となった。 

以上の結果から、保険義務化は自転車事故件数へ負の影響を与えることが推定される。 

 

第 2項 分析 2 

表 11 Event Study結果の表 1（平行トレンドの確認） 

 

（筆者作成） 

 

上の表 11は Event Studyの結果の一部である。表中の 政策効果」は、 自転車保険へ

の加入が義務化される前の、自転車保険への加入義務化の効果」を意味するが、これは政
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策の効果を表しておらず、第１節第 2項で述べたように逆因果が存在する可能性を考慮す

るために算出したものである。表から分かるように、どのモデルでも結果は有意でないた

め、分析 1の DIDにおける平行トレンドの仮説は満たされている。また、逆因果の存在の

検証について、モデルの多くで有意な推定とならなかったため、事故件数は保険義務化に

影響を与えていないことが示唆される。つまり逆因果の可能性は少ないことが示唆される。 

 

図 9 Event Study結果のグラフ 1（自転車第１当事者事故件数、コントロール変数な

し） 

 

（筆者作成） 

 

 

図 10  Event Study結果のグラフ 2（自転車第１当事者事故件数、コントロール変数あ

り） 

 

（筆者作成） 
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図 11 Event Study結果のグラフ 3（自転車第 2当事者事故件数、コントロール変数なし） 

 

（筆者作成） 

 

 

 

 

図 12 Event Study結果のグラフ 4（自転車第 2当事者事故件数、コントロール変数あり） 

 

（筆者作成） 
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図 13 Event Study結果のグラフ 5（被説明変数：自転車第１・第 2当事者事故件数の合

計、コントロール変数なし） 

 

（筆者作成） 

 

 

 

 

図 14 Event Study結果のグラフ 6（被説明変数：自転車第１・第 2当事者事故件数の合

計、コントロール変数あり） 

 

（筆者作成） 
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表 12 Event Study結果（政策導入後、各コントロール変数の結果） 

 

（筆者作成） 

 

表 12は、政策導入の効果量を経過年ごとに推定した結果である。また、図 9から図 14

は先述した政策実施前の政策効果と政策実施後の効果を、モデル別にグラフで示したもの

である。政策効果についてはどの係数も概ね負の値となり、一部の推定での 1年目、3年

目、4年目の結果を除いて 10%以下の有意水準で有意な結果となった。また、保険義務化

は第 1、第 2当事者事故件数合わせて短期的に 500～1000人程度、自転車事故の当事者を

減らすことが分かる。保険義務化による事故削減効果は長期的にも持続し、その効果は 4

年目で少し弱まるが 5年目、6年目では大きくなるということも分かった8。また、上記に

示したグラフは、変数をそれぞれ変更しても政策効果のトレンドは大きく変わらないこと

 
8 ここで留意すべきは、5年目、6年目の政策効果を推定できたサンプル、つまり 2015年もしくは 2016年から自転車

保険への加入を義務化していた都道府県が兵庫、大阪、滋賀の 3府県のみであることである。すなわち 5年目、6年

目の政策効果はこの 3 府県での平均効果であり、他の保険加入義務化した地域が、必ずしも義務化後 5 年目、6 年

目に事故削減効果が大きくなる事を示唆していない。 
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から、本分析結果は頑健であると考えられる。 

 分析 1、2の結果から、保険義務化は自転車事故件数を減らすこと、その事故削減効果は

一時的に弱まるものの長期的に持続するものであることがわかる。 

 

第 4章 政策提言 
分析の結果から、保険の義務化は短期的には事故を減少させ、長期的にもモラルハザー

ドの問題が顕在化し事故件数を増加させる可能性は否定された。また、事故へのリスク認

知は自転車事故件数を減少させることも実証できた。これを受けて、自転車保険制度の普

及と、事故件数削減のためのリスク認知に向けた政策を提言する。第 1節では公営駐輪場

の利用料金の割引、第 2節では保険代理店との提携、第 3節では広報活動を通じた事故リ

スク啓発活動を提言する。 

 

第 1節 千葉市への聞き取り調査 

政策提言を考えるにあたり、我々は 2021 年 4 月に自転車保険への加入が義務化された

千葉市へ聞き取り調査を実施し、自転車保険制度の普及に向けた同市の取り組みについて

お話を伺った。そこで紹介された取り組み内容を以下で述べる。  

まずは、広報活動についてである。千葉市では、駐輪場に設置した看板やポスター、回

覧板に挟んだチラシ、市内を走るモノレールのラッピングといった掲示から、ラジオでの

放送や保険会社の営業まで、様々なアプローチで広報活動を行っている。また、2021年 11

月時点で 9つの企業・団体と協定を結んでおり、企業・団体の HPのリンクを市の HPに掲

載しているほか、制度の普及に向けた啓発活動を協定締結先と協力して行っている。それ

と同時に、自転車保険の加入義務化を啓発するためのチラシを市内の全ての幼稚園、保育

園と小中学校、高校で配布し、その中で加入状況の確認も促している。  
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図 15 千葉市が配布しているチラシ（一例） 

 

（出典 千葉市 HP） 

 

 また、市内の県立高校に通う生徒の多くが、PTA が団体として加入する保険に入ってい

る。これは学生生活での様々な事故や怪我に備えた保険で、自転車事故による賠償責任補

償も含まれているものだ。また、市内の私立の高校で自転車通学を許可している学校は、

自転車保険への加入を許可要件としているそうで、市内の多くの高校生は保険に加入して

いる状態だということであった。  

 これらの取り組みの成果について、同市が 2021年 9月 1日から同月 10日にかけて行っ

た Webアンケートでは、自転車利用者のうち 80.9％が自転車保険に加入しているという結

果が出た。  

 このような保険制度自体を広める活動に加えて、自転車事故のリスクを啓発する政策も

行われている。市立の中学校・高校で実施している交通安全教室のなかで、スタントマン

が交通事故を再現するスケアード・ストレート教育も行っている。この手法で行われた安

全教室の効果は大きく、事故への危険意識の向上が実施後の生徒からの感想に如実に表れ

るとのことだった。しかしながら、すべての学校でスケアード・ストレート教育を実施で

きているわけではなく、今後、実施校を増やしていきたいとのことだった。  

今回の聞き取り調査から推察されることとして、加入率調査の Webアンケートは回答者

に偏りが存在する可能性も否定できないため、実際の自転車保険への加入率は高い水準で

無いことが考えられる。そのため自転車保険制度の周知活動は一定の効果を出しているが

未だ不十分な点がありうることが分かった。ただ聞き取り調査からは、小中学生や高校生、

または自転車保険義務化の情報の届かない可能性のある高齢者などに向けた啓発活動が多
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い印象を受けた。そこで我々は、自転車保険加入義務化という情報をより幅広い世代に認

知してもらい、さらに自転車保険への加入を促進していく政策提言を行う。 

これらを踏まえ、第 2節では自転車保険の加入を促進する政策とリスク認知に関する政

策を提言する。 

 

第 2節 政策提言 

第 1項 公営駐輪場利用料金の割引 

第１の提言は、自転車保険加入者に対する公営駐輪場での利用料金割引である。 

公営の駐輪場では定期利用料金が設定されている。例えば、千葉駅北口第一駐輪場では、

1ヶ月の利用料金が 800円、12ヶ月の利用料金が 8,800円である。利用者は、公営駐輪場

の利用開始・更新手続きの際に、住所・氏名が確認できる公的な証明書、車体番号、防犯

登録番号等の確認を求められる。 

我々の政策では、この公営駐輪場の利用を開始・更新するタイミングで、TSマークシー

ルや個人賠償責任保険の加入明細書といった自転車保険の加入を確認できるものを持参し

てもらい、加入者には利用料金を割引く制度を提言する。割引利用料金は、正規の利用料

金の 1割程度を想定する。公営の駐輪場の利用開始時・更新時といった数ヶ月に 1回の機

会に保険の加入状況を確認するだけなので、利用者にとってあまり負担がない内容となっ

ていると考える。 

また、1 回きりの確認に留めるだけでなく、定期的に加入状況をチェックすることで保

険の加入状況を継続して把握し、リスク認知にもつながると考える。このような割引制度

があることによって、保険未加入者には保険に加入するインセンティブが生じ、保険加入

者には現状加入している保険の確認につながると考えられるので、保険加入者・保険未加

入者双方に向けた政策となっている。 

第 2項 保険代理店との提携 

2 つ目に、自転車保険加入促進、また自転車保険への二重加入を防ぐために保険乗合代

理店との提携を提言する。現状、行政は各保険会社と提携して自転車保険加入を促進して

おり、各自治体の HPに提携を結んだ保険会社の HPのリンクが掲載されている。 
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しかし、この掲載方法には問題があると考える。自転車保険の現状として、自転車利用

者はすでに火災保険の付帯特約や自動車保険の特約などで、損害賠償責任保険に加入して

いる場合がある。そのような利用者に対し各保険会社の HPのリンクを行政の HPにただ掲

載するだけでは、自転車利用者に二重に自転車保険に加入させてしまう可能性がある。な

ぜなら、各保険会社の HPでは新規の保険契約に関する記載が多く、二重加入に関する記載

は少ないからである。そのため、行政の HPを閲覧した自転車利用者は、二重加入になる可

能性を知らないまま新規の保険契約を結ぶ可能性がある。 

行政として促進している自転車保険加入でこのように自転車利用者に不必要な保険を

契約させることは避けるべきである。このような事態を防ぐため、行政と保険乗合代理店

との提携を提言する。保険乗合代理店には 保険見直し本舗」、 ほけんの窓口」などが挙

げられる。保険会社と保険乗合代理店の違いは、扱っている保険商品の種類である。保険

会社では自社の保険商品のみを扱っているのに対して、保険乗合代理店では複数社の保険

商品を扱っている。保険乗合代理店の利用者は、各社の保険商品を比較しながら自分にあ

った商品を相談しながら決めることができる。 

このような保険乗合代理店の特性から、自転車利用者は保険乗合代理店を利用すること

で自転車保険に二重加入するリスクを抑えることができ、なおかつ最適な保険商品を提案

してもらう事ができる。また保険乗合代理店としても、新たに保険を契約できる可能性が

あるため、自転車利用者、保険乗合代理店双方にメリットがあると考える。このように、

自転車利用者に対し自転車保険加入を促進しつつ保険への二重加入を防ぐ政策として、保

険乗合代理店との提携は合理的な政策であると考える。これは既に保険会社と提携してい

る実績があるので、同業種である保険乗合代理店と新たに提携を結ぶことへのハードルは

低いと考えられる。実際に目黒区では、区の HP上に各保険会社の HPのリンクに加えて、

保険乗合代理店の一つである ほけんの窓口」のリンクが掲載されている。 
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図 16 自治体と各保険会社の提携 

 

（出典 目黒区 HP） 

 

しかしながら、各保険会社の HP のリンクに加えて保険乗合代理店のリンクを掲載する

だけでは、保険乗合代理店と保険会社の違いがわからない。そこで、保険乗合代理店は現

在の保険加入状況を確認するための相談窓口であるという保険会社との違いが明確に分か

るように、従来のチェックシートを以下の 2 点について改良した図 17 のようなチェック

シートの導入を提言する。 

1 点目は、チェックシート上に二重加入の可能性について明記することで、二重加入の

可能性がある人に向けて保険の加入状況について確認するように促している点である。2

点目は、提携保険乗合代理店、提携保険会社の役割の違いを踏まえた点である。自転車保

険にすでに加入している人や保険の確認が必要な人に向けては提携保険乗合代理店を案内

し、自転車保険に加入していないことが明らかな人に向けて各提携保険会社を案内する点

である。このチェックシートを利用することで、自転車利用者が各人の置かれている状況

に応じて本当に必要な行動をとれると考える。 
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図 17 我々が提案するチェックシート 

 

（筆者作成） 

 

第 3項 SNSを通じたリスク啓発 

 第 3項では、自転車事故件数削減に向けたリスク認知向上のための広報活動について提

言する。本稿の分析から、自転車事故へのリスク認知は事故件数を減少させることが実証

されたので、自転車利用者に自転車事故へのリスクを周知するための提言を各都道府県警

察と県庁を提言先として行う。 

現在、多くの政策はチラシや広報誌を媒体としたものが多いことが千葉市への聞き取り

調査から確認できた。しかし、若い世代は行政の広報誌は身近な存在ではなく9、効果的な

広報を見込めない。そこで、若い世代にも自転車事故へのリスクを呼びかけるため、Twitter

を用いた広報を各都道府県警察に提言する。Twitter は若者を中心に利用者が多いため、

行政広報誌では情報発信できなかった年代にも、自転車事故の危険性を伝える事ができる

 
9 公益社団法人日本広報協会 自治体の広報活動調査からみた自治体広報誌の必要性」によると、茨城県の 10万人弱

の市で広報誌閲覧頻度を調査したところ、10,20 歳代で広報誌を読むと答えたのは全体の約 61％だったのに対し，

60.70歳代ではどちらも約 90％が読むと回答した。 
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と考える。広報の方法として、毎日各都道府県警察が行うもの、月に１度各都道府県警察

と県庁が行うものの 2つを提言する。 

 １つ目の提言として、事故の発生件数、死者数、負傷者数を記載したツイートを各都道

府県警察の公式ツイッターで毎日投稿することを提案する。毎日事故件数などを投稿する

ことで、例えば急激に事故件数が減った日や反対に件数が急増した日に多くの注目を集め

ることが期待できる。類似の例として、東京都の小池都知事は新規コロナ陽性者数の資料

を毎日ツイッターに投稿している。コロナと自転車事故への関心の高さを同列と考える事

はできないが、毎日の事故件数の変化をツイッター利用者に見てもらうことにより交通事

故への関心が高まり、事故リスク認知の向上につながると考える。 

 政策の実現可能性として、毎日事故件数の情報を投稿することは可能であると考える。

各都道府県警察は事故の件数などを日報として HP に掲載している。この情報を公式

Twitterで投稿すればいいため、多くの予算や追加的な集計の手間を必要としない。 

 2 つ目に、事故リスク認知を向上させ自転車保険加入を促進させるために、各都道府県

庁と各都道府県警察で連携した広報活動を提言する。自転車保険加入を促進するためのリ

スク認知の手段として、実際の事故件数を利用者に理解してもらうことは有効であると考

える。そこで、図 18 に示した千葉市の投稿のような、自転車保険加入を呼びかける投稿

に、各都道府県警察の投稿を引用リツイート10などで共有することを提言する。具体的には

月に１回、月末に各都道府県警察が公表している交通事故月報を警察の公式 Twitterで投

稿し、その投稿を各都道府県庁が引用リツイートし、自転車保険加入促進を呼びかける内

容を投稿する。警察の投稿内容としては、その月の自動車、自転車事故件数と負傷者数と、

前月との増減数比が考えられる。都道府県庁の投稿内容としては、千葉市や宮崎県の例を

参考に、前項で提言したチェックシートと自転車保険加入を呼びかけるポスター、また自

転車保険に関する情報が掲載してある各都道府県の HPへの URLが考えられる。 

  

 
10 引用リツイートとは、他のユーザーの投稿にコメントを添えてリツイートできる機能のことである。 
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図 18 自治体による広報の例  

 

（出典 千葉市公式 Twitter） 

 

 政策の実現可能性として、千葉市では、2021 年 4 月の自転車保険加入義務化に先立ち

Twitterで加入を呼びかける PRを実施していた。また、各都道府県警察では交通事故件数

の月報を各 HPで公表している。このことから、新規にデータを作成することなく Twitter

で投稿できるため、費用を抑えることができる。 

 これらの政策の効果として、リスク認知向上による自転車事故件数の削減が考えられる。

本稿の分析より、自転車事故へのリスク認知は事故件数を減少させることが実証されたた

め、Twitter での交通事故に関する啓発活動により自転車事故件数は減少する事が予想さ

れる。また、自転車事故へのリスク認知向上は自転車保険加入を促進させることも考えら

れる。現状分析において、自転車事故へのリスク認知の低さを、自転車保険加入率の向上

を妨げる要因の一つとして指摘した。本項の啓発活動では、自転車事故や交通事故そのも

のへの関心を高める効果が期待されるが、その結果自転車保険への加入が促進されること

も期待できる。 
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おわりに 
本稿では、自転車事故とそれに伴う高額賠償の問題を問題意識としこれらの問題の解決

策の１つとして自転車保険加入義務化に着目した。そして分析の結果、自転車保険加入義

務化は短期的には事故を減少させ、長期的にもモラルハザードの問題が顕在化し事故件数

を増加させる可能性は否定された。これを受けて、自転車保険の加入を促進する政策とリ

スク認知に関する政策として、公営駐輪場利用料金の優遇、保険代理店との提携、SNS を

通じたリスク啓発を提言した。 

本稿の限界として、分析の限界と政策提言の限界の２点を挙げる。分析の限界として、

データの制約がある。本稿では 2013年から 2020年までの 8年分のデータを使用したが、

2020 年までに自転車保険加入義務化をしたのは 15 都府県のみであり、Event Study を用

いた分析で政策導入 5年目、6 年目の効果を推定できたのは 3 府県のみにとどまる。自転

車保険義務化の長期の影響を推定するサンプルが少なかった事が本稿の分析での限界であ

る。 

また政策提言の限界として、政策提言第 3項の SNSを通じたリスク啓発に関して、各都

道府県警察や各都道府県庁の Twitterの公式アカウントのフォロワー数が限定的であり、

全ての人に情報が行き渡らないという問題がある。そのため、Twitter やその他の SNS ア

カウントを行政の新しい情報伝達手段とし、その広報の効果を高めるためにアカウントの

知名度やフォロワー数を増やしていく取組みが必要であると考える。 

最後に、これらの政策によって自転車利用者のリスク認知を向上させ、自転車保険への

加入を促進していくことで、安全で快適な自転車環境の創出が実現されることを願い、本

稿の結びとする。 
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